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まえがき

私たちの敬愛する友人であり国際法の研究仲間であった田中則夫元龍谷大

学教授が、2014 年 11 月 12 日に逝去されて、はや 2 年が経過しようとしている。

彼のあまりにも早い逝去を悼んで、生前彼と親しくおつきあいをさせていた

だいていた関西の研究者が中心となって同年末に田中教授の追悼論文集を企

画する編集委員会を設置した。委員会は、田中教授の業績の代表的なものを

収めた遺稿集と彼を追悼する論文集の全 2 巻で構成する追悼論文集を刊行す

ることにし、まず田中教授の 1 周忌までに、彼がこれまでに書き上げてきた

諸論文をまとめて 1 冊の本に編集した論文集を刊行することとした。

前者の遺稿集は、2015 年 11 月 12 日、ちょうど彼の 1 周忌に、『国際海洋法

の現代的形成』（東信堂 xiii ＋ 479 頁）として刊行された。田中教授の研究は、人

類の共同財産概念を基軸とする深海底制度に関する研究を中心に外国軍艦の

無害通航権、生物多様性と海洋保護区など幅広い海洋法および環境法研究、

海洋法研究から得た問題意識を広げた条約法および慣習国際法に関する研究、

さらに、彼の核兵器廃絶を求める実践的問題意識から書かれた日本の平和と

軍縮にかかわる問題の研究まで広く及んでおり、彼が残した豊富な業績の中

から彼の国際法論を最もよく体現する論文を選定することは至難の業であっ

た。しかし、委員会は、彼の問題意識および研究方法を最もよく表している

と思われる 13 の論文を選定し、彼の国際法論の特徴ができる限り読者に伝わ

るように全体をⅡ編 3 部 13 章に整理し、これに彼の略歴と主な業績を付すと

ともに、選定した 13 の論文を中心に彼の研究の特徴に関する委員会の「あと

がき」を付させていただいた。田中教授の国際法研究の特色は決してこの 1 冊

に尽くされるものではないが、委員会として同書をぜひご一読いただければ

と願う次第である。

さて本書は、この遺稿集に次ぐ、彼の追悼論集であり、田中教授が生前、

龍谷大学、国際法研究会、国際法学会、日本海洋法研究会、日本海洋協会を

はじめざまざまの研究会や学会、あるいは科学研究費による共同研究などを



ii　﻿

通じてお世話になった多数の研究者にご寄稿いただいた追悼論文を集めて編

集した論文集である。田中教授の生前の国際法にかかわる活動は実に幅広く、

本書の刊行に際しては、とりわけ、これらの研究会や科研費の研究会、龍谷

大学等を通じて田中教授と親交のあった方々に追悼論文を依頼することにし

た。委員会としてはこれらの方々には多忙なスケジュールの中、原稿を執

筆いただいたことにあらためて感謝申し上げたい。最終的には 16 編の論文

をご寄稿いただいた。いただいた論稿は、田中教授の研究対象が海洋法だっ

たことから、何らかの形で海洋法に関連したものが中心となっている。しか

し、田中教授の関心が、環境法、条約法や慣習国際法論、さらに平和や軍縮

にも及んでいたことに対応するかのように、寄せられた論文も、慣習国際法

論、国家責任論、国際環境法論を含む広範なものとなっている。そこで委員

会としては、ご寄稿いただいた論文を、大きく 3 つに分類し、本書を 3 部構

成とすることとした。第Ⅰ部は「国際法理論の現状と課題」と題して、国際法

の全般的状況に係る理論的あるいは歴史的課題を検討した論文 6 編を配した。

第Ⅱ部には「地球温暖化防止の新制度」と題して、田中教授が最近力を注いで

おられた国際環境法に関連した論文 3 編を集めている。海洋法に関する論文

は、主に、海洋環境および生態系に関連する論文と国連海洋法条約に基づき

設置されたさまざまの国際機関に関する論文が寄せられた。そこで、委員会は、

第Ⅲ部を「海洋法の現代的展開」と題して、二つのパートに区分し、「A　海の

環境と生態系の保護」に 3 編の論文、「B　海の機関の手続と機能」に 4 編の論

文を配することにした。いずれの論文も、田中教授が問題提起し、彼が探求

しようとして果たせなかった課題、あるいは学会や研究会の場を通じて一緒

に議論した課題について最新の展開も踏まえながらご執筆いただいた研究成

果であり、故田中則夫教授を追悼するに相応しい論稿をご寄稿いただいたこ

とに編集委員一同深く感謝申し上げたい。

田中教授は、国際社会の構造変化と戦争の違法化を基軸とする国際法の構

造転換論が盛んに議論されていた 1970 年代半ばに大学院で国際法研究をはじ

め、10 年以上に及ぶ国連第 3 次海洋法会議を目の当たりにしながら深海底制

度の研究に着手し、伝統的海洋法から現代海洋法への構造転換を解明しよう

として研究を続けてこられた。その問題意識は海洋法を超えて慣習国際法論
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や条約法論にも向けられたが、突然の病により、彼の研究は体系化を待つこ

となく中断を余儀なくされた。しかし、彼が残した問いかけやその後の国際

法をめぐる発展や問題点に関する本書での議論が、今後の国際法研究にとっ

てのなにがしかの契機を提供できることを願って止まない。このことを願い

つつ執筆者一同とともに、本書を田中教授のご霊前に捧げる次第である。

最後になったが、厳しい時間的制約の中で、3 回忌に間に合うように本書を

刊行することができたのは、東信堂の下田勝司社長ならびに向井智央氏の献

身的なご努力のおかげである。編集委員一同東信堂関係者の方々に、厚く感

謝申し上げたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　2016 年 11 月 1 日

　　　　　　　　　　　　　　　　松井芳郎、富岡仁、坂元茂樹、

　　　　　　　　　　　　　　　　薬師寺公夫、桐山孝信、西村智朗
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